
空き家の発生を抑制するための特例措置
（空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除）について

被相続人の住まいを相続した相続人が、その家屋又は敷地の譲渡にあたり一
定の要件を満たした場合、その譲渡にかかる譲渡所得の金額から3,000万円
（相続した相続人の数が3人以上の場合は2,000万円)を特別控除します。

特例を受けるための手続

家屋所在地の市区町村にて
「被相続人居住用家屋等確認書」

の交付申請

お住まいの
管轄税務署にて
確定申告

特例適用

特例の適用を受けるためには、家屋又
は敷地の譲渡日は、以下の２要件を共に
満たすことが必要になります。
①相続開始日から起算して３年を経過す
る日の属する年の12月31日までであ
ること。

②特例の適用期限である令和９年12月
31日までであること。

※令和5年度税制改正による拡充については、令和
６年１月１日以降の譲渡が対象です。

譲渡に関する期間の要件

これまでは、譲渡の時までに家屋を耐震改修（既に耐震性がある場合は不要）又は除
却を行った場合のみが対象とされていましたが、令和６年１月１日以降の譲渡につい
ては、譲渡の時から譲渡の日の属する年の翌年２月15日までに家屋の耐震改修又は
除却工事を行った場合も対象となりました。

(※１)昭和56年５月31日以前に建築された家屋に限ります。

制度のイメージ

令和５年度税制改正による対象の拡充のポイント
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制度概要

R６.１.１以降（延長以降）の譲渡分より
譲渡後の工事が認められます

現行の適用期間

延長後の適用期間

売主が工事を実施

工事を実施

(※２)家屋及びその
敷地を相続した
相続人の数が
３人以上の場合
は2,000万円。
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